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Ａ．研究目的 

狂犬病予防法が 1950年に施行されて、犬

の登録義務、ワクチン接種義務、動物検疫

により、1957年の猫での発生を最後に国内

における動物での発生はない。一方、人で

は 1954年の最後の国内発生以降、東南アジ

アからの帰国者あるいは来日外国人で、

1970 年 1名、2006年 2名、2020年 1名発

生している。国内動物検疫では 2005年に

「動物の輸入届出制度」が実施され、狂犬

病感染動物の侵入防止に向けた対策が強化

されている。我が国は狂犬病予防法ならび

に関係者の努力の成果として、世界でも稀

な狂犬病清浄国となっている。しかし、

1950 年に制定された狂犬病予防法に関して

は、現状に合致しない問題点も存在してい

る。また、2022年からはマイクロチップ

（MC）の装着義務化なども施行され、販売

業者には MCの装着義務、それ以外には装着

努力義務が課された。MC が装着されていな

い犬と装着された犬が共存するようにな

り、犬の飼養環境も大きく変化している。 

動物の狂犬病を最初に診断する可能性が

高い獣医師並びに獣医療関係者への狂犬病

に対する意識改革のための方策と発生時対

応、野生動物での検査体制と狂犬病発生時

の対策、狂犬病患者を診断する可能性が高

い医師・看護師への意識改革のための方策

と発生時対応、狂犬病ワクチン接種に関わ

るリスク分析など検討が必要な課題があ

る。 

我が国を世界でも稀な狂犬病の清浄国へ

と導いた狂犬病予防法であるが、清浄化後

でも必要な対策及び現在の犬の飼養状況を

踏まえた対策が必要である。狂犬病予防に

関わる多くの関係者との連携を強化し、意

見交換を行い、現状に即した感染症対策を

提言することを目標とする。 

 

Ｂ．研究方法 

研究要旨： 

国内の狂犬病対策を推進することを目的として、１）狂犬病を含むリッサウイルスに対する

診断法、予防法における問題点を解析し、その対応策について検討した。２）狂犬病対策に

かかわる関係者との意見交換を行い、課題を検討した。３）野生動物での狂犬病調査の課題

を検討した。４）狂犬病発生時の人での対応策を検討した。５）狂犬病に関わるステークス

ホルダーへの教育について検討した。６）犬におけるワクチン接種のシナリオ別の集団免疫

保有率を評価した。 
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研究代表者および研究分担者が以下の研

究課題を実施． 

・ 「狂犬病関係者との意見交換および課

題抽出」（研究代表者 前田健） 

・ 「狂犬病ウイルス mRNA ワクチンに関す

る研究」（研究代表者 前田 健） 

・ 狂犬病ワクチン改良に向けた基礎研究

（研究代表者 前田 健） 

・ 国内の飼い犬における狂犬病抗体保有

状況の調査及び簡易的な抗体検査法の

検討に関する研究（研究代表者 前田 

健） 

・ 「我が国の野生動物における狂犬病モ

ニタリング体制の確立・強化に向けた

基礎調査 -野生動物における狂犬病の

検査および発生時対応に関する課題の

抽出-」（研究分担者 伊藤直人） 

・ 「狂犬病のリスク評価とそれを用いた

提言」（研究分担者 西浦博） 

・ 「ヒトにおける狂犬病対策の現状と問

題点の抽出」」（研究分担者 西園晃） 

・ 「狂犬病に対する獣医師及び関係者の

意識改革のための対応策の検討に関す

る研究」（研究分担者 井上智） 

 

（倫理面への配慮） 

本研究の中で実施した社会調査は京都大

学医の倫理委員会の承認を得た(R4849)。ア

ンケート調査に参加する前に、研究参加者

は同意文書を読むことを求められ、ウェブ

ページ上で同意を得た人のみがアンケート

の回答に進んだ。アンケート調査完了に伴

い、メルリンクス社がデータをまとめ、個

人を特定できない形に匿名化した。 

倫理委員会（承認番号：大分大学医学部

1923、東京医科大学病院渡航者医療センタ

ー E2023-0041、国立国際医療研究センタ

ー004973、関西医科大学総合医療センター 

2023373、拓生会奈良西部病院 2024001）の

承認を得ている。 

 

 

Ｃ．研究結果 

「統括と関係機関との意見交換および調

整」（研究代表者 前田健） 

聞き取り調査の結果の概要をまとめる。 

1. 飼育犬の登録数と済票の発行数を過去 1

年程度年度ごとにお教えください。 

全体として登録数は減少傾向にある。し

かし、増加しているところもある。ワク

チン接種率は全体として 70％を維持して

いるが、ワクチン接種率が激減している

ところがある。 

2. マイクロチップによる届出数を把握して

おりましたら年度ごとにお教えくださ

い。 

特例措置に参加しているかによる。マイ

クロチップに関しては現状課題が多くあ

るとの指摘が多くあった。 

3. イヌの抑留頭数と返還頭数を過去 10年

程度年度ごとにお教えください。 

捕獲頭数は激減している。野良犬はほと

んどいなくなった。返還率も上昇してい

る。 

4. イヌのワクチン接種において集団接種に

よる接種頭数と個別接種による接種頭数

をお教えください。 

コロナ禍を境に集合接種は減少してい

る。可能であれば場所、回数とともに減

らす方向という意見が多かった。 

5. コロナ禍でワクチン接種の時期の指定

（4月から 6月）の猶予がありました。

その際に問題は発生しましたでしょう

か？ 

特に感じられない。時期の指定はいらな

いとの声が大半であったが、周知のため

にもあったほうが良いとの意見もある。 

6. 過疎地や島嶼部などでのワクチン接種に

関して特別な対応をされていることがあ

ればお教えください。 

集合接種で対応している。 

7. 地域の放浪犬の頭数などの把握はできて

いますか？ 

多くが把握されている。ほとんどいない

ところも多い。少数になると捕獲が困難

になってきている。 

8. 実際に放浪犬対策を実施していればその

内容あるいは問題点などをお教えくださ

い。 

基本的に放浪犬対策はきちんと行ってい

るが、動物愛護の観点での意見が強くな
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っており、対策も動物愛護の観点での対

応が強くなってきている。 

9. 平成 26年「国内動物を対象とした狂犬

病検査の実施について（協力依頼）」健

感発 0804第 1号をもとに、積極的疫学

調査の一環として狂犬病検査を実施して

いますか？実施状況や問題点があればお

教えください。 

ほとんどで行えていない。積極的疫学調

査への人的、予算的な問題。 

10.薬殺についての検討はされていますでし

ょうか？ 

多くが予定していない。硝酸ストリキニ

ーネを保管しているところもあり。 

11.アライグマの増加について問題になって

いますでしょうか？そのおおよその数な

どは把握できていますか？ 

増加している。 

12.狂犬病予防員に関して引継ぎや研修が行

われていますでしょうか？ 

実施している。しかし経験者、あるいは

獣医師が減っているのは問題。 

 

「狂犬病を含むリッサウイルスの診断・予

防に関する研究」（研究代表者 前田 健） 

１． 疫学調査のための ELISA法の確立に

関する研究 

日本国内における飼い犬の狂犬病ワク

チン接種による抗体保有状況を明らか

にし、ウイルスを用いずに簡便な抗体

価を測定可能な ELISA 法の開発を行っ

た。各地域の中和抗体陽性率は北海道

75.4％、東京 77.8％、神奈川 87.9％、

愛知 83.7％、大阪 66.7％、福岡 71.0％

であった。地域差は見られたものの、

全国平均で 70％以上の陽性率が確認さ

れた。ELISA法の評価では、感度

93.3％、特異度 95.9％と高い一致率が

得られた。有効性の高い ELISA法が開

発できた。 

 

２．狂犬病のワクチン開発に関する研究 

Vero細胞馴化に関与する遺伝子変異を

特定に成功した。その Vero細胞馴化に

関与していた変異を挿入した株である

rHEP-PG4株をリバースジェネティクス

法にて作製し、ワクチン候補株として

評価するために、rHEP-PG4株及び従来

のワクチン株 HEP 株と既存のワクチン

Rabipurをそれぞれマウスに筋肉内接種

し、抗体の誘導性を比較した。その結

果、rHEP-PG4株、親株の rHEP株そして

Rabipurを免疫したマウスほぼ全てにお

いて、感染防御に必要な抗体価である

0.5IU/mlを上回る中和抗体価が認めら

れた。ウイルスを HEP, CVS, rHEP-PG4

にて中和試験を実施した結果、同様の

結果が認められた。 

 

３．狂犬病ウイルス Gタンパク質 mRNAワク

チン開発に関する研究 

狂犬病 G蛋白 mRNA ワクチン接種群と、

今回作成した 6 種類の mRNAワクチン接

種群の間に d21 における中和抗体価に

有意な差は認められなかった。しかし

R215S変異を含むｍRNAワクチン接種群

の中には中和抗体価が著しく高い個体

が存在した。そこで R215S変異を含む

mRNAワクチンによる中和抗体誘導につ

いて詳細に調べるために新たな感染実

験を行った。R215S 変異を含むｍRNAワ

クチン接種群は一部の個体に著しく高

力価の中和抗体を誘導したが、d3, d7, 

d10,d14, d21において群間で有意な差

は認められなかった。 

 

「野生動物における狂犬病の調査とその対

応策の検討」（研究分担者 伊藤直人） 

1)狂犬病検査の現状および課題の把握を目

的とした聞き取り調査 

野生動物の狂犬病検査の実施は、犬の検査

体制が整備されていることが前提となると

予想されたため、今回は、同体制について

も合わせて調査することとした。 

今回、調査を実施した 3つの地方自治体

は、いずれも犬の検査体制を確立してい

た。これらのうち、2自治体（67%）が動物

愛護センターで、残りの 1自治体（33%）は

地方衛生研究所にて犬の解剖（採脳）を実

施する体制を整えていた。一方、いずれの

自治体も、地方衛生研究所にて実験室診断

（直接蛍光抗体法、RT-PCR法）を実施する
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体制を整備していた。これら 3つの自治体

では、過去 10年において合計 7件の犬の検

査を実施しており、いずれも A群に該当し

た症例だった。 

一方、野生動物の検査体制を整備していた

自治体は、1つのみであった（33%）。その

自治体についても、過去 10年に野生動物の

狂犬病検査を実施した実績はなかった。体

制が整備されていない 2 自治体は、整備で

きない理由として、以下のような回答があ

った。 

「野生動物についての狂犬病検査体制を新

たに整備するためには、新規事業として予

算を組む必要がある。しかしながら、国内

では今のところ野生動物においての発生事

例はなく、また狂犬病の発生のない清浄国

とされていること、検査体制の整備につい

ての国からの通知等もないことから、県で

の整備は進んでいない状況にある。」「これ

まで野生動物による咬傷事故事例が極めて

少なく、具体的な検査の方法について関係

部局との調整ができていないため（国の通

知に基づく狂犬病検査についての周知、野

生動物の解剖や脳摘出を実施する場所等）」 

なお、上記のアンケート調査とは別に、さ

らに 2地方自治体（1県 1市）に対して口

頭で調査を行った結果、いずれも犬および

野生動物の検査を独自で実施できないこと

が判明した。これらの自治体では、近隣の

獣医学系大学において検体の解剖および実

験室検査を実施する体制を整備していた。 

 

2)ベイト・ワクチンの現状と国内使用に関

連する課題の把握を目的とした文献および

聞き取り調査 

文献 1に基づき、これまで海外において野

生動物の経口免疫プログラムに使用されて

きた主なベイト・ワクチンの特徴を調べた

（表 1）。その結果、ヨーロッパでは、主に

アカギツネやタヌキの狂犬病を制圧する目

的で、複数のベイト・ワクチンが使用され

てきたことがわかった。具体的には、残存

病原性が比較的高い弱毒狂犬病ウイルス株

を使用し、ごく稀にワクチン誘導性狂犬病

を引き起こすベイト・ワクチン

（Lysvulpen、Fuchsoral）に加え、残存病

原性が著しく低い狂犬病ウイルス株を利用

した、安全性のより高いワクチン

（Rabigen、Rabitec）も使用されている。

なお、Rabitecは、狂犬病ウイルスの遺伝

子改変技術によって人工的に作製された

SPBN GASGAS株を使用したものである。さ

らに、ヨーロッパでは、狂犬病ウイルス

ERA株 G遺伝子を保有する組換えワクシニ

アウイルスを含むベイト・ワクチン

（Raboral V-RG）も使用されてきた。 

一方、北米では、アライグマ、コヨーテ、

スカンクに流行する狂犬病の制圧を目的と

して、組換えウイルスを利用したベイト・

ワクチンが利用されている。組換えワクシ

ニアウイルスを含む Raboral V-RGに加え、

ERA株 G遺伝子を組換えたヒトアデノウイ

ルス 5型を利用したベイト・ワクチン

（Onrab）も野外使用されている。 

一般的に、これらのベイト・ワクチンと経

口免疫の標的となる野生動物種の間には相

性が存在すると考えられている。例えば、

Rabitec や Raboral V-RGは、スカンクに対

する免疫効果が低いという報告がある（文

献 2および 3）。また、Onrabは、Raboral 

V-RGよりもアライグマに対する免疫効果が

高いことを示唆する報告も存在する（文献

4）。 

西ヨーロッパでは、アカギツネに流行する

狂犬病の制圧のため、上記以外のものも含

む多種類のベイト・ワクチンが使用された

（文献 5）。当初、その実績からアカギツネ

の経口免疫に最適なベイト・ワクチンを絞

り込むことを試みた。しかし、文献 5には

「ヨーロッパにおける経口免疫キャンペー

ンの成功は、単一の経口ワクチンのみに起

因するものではない。むしろ、キツネ狂犬

病の撲滅の成功は、キャンペーンの様々な

重要な要素、すなわちワクチン株、ワクチ

ンベイト、散布戦略の相互作用の結果であ

る。」という記述があり、最適なワクチンの

絞り込みは困難であることが判明した。 

一方、聞き取り調査において、台湾の獣医

研究所の許博士は「ベイト・ワクチンを用

いた狂犬病制圧プログラムは、影響を受け

る種（レゼルボア）とその国の地理的環境

（生息地）に結果が大きく左右される。こ
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れらの条件は、国によって異なるレベルの

困難をもたらす。プログラムを策定するた

めには、レゼルボアの生物学的・生態学的

知識の蓄積が必要である。」とコメントし

た。すなわち、これらの知識は、効率的な

ワクチン散布戦略を立案する上で極めて重

要であることが明らかとなった。 

許博士からの聞き取り調査を通じて、世界

保健機関（WHO）によって安全なベイト・ワ

クチンとして推奨されていた Rabigenが製

造中止となっていることが明らかとなっ

た。その理由は不明であるものの、市場動

向を配慮したメーカーの判断である可能性

が高いとのことだった。 

国内の野生動物に狂犬病が確認された場

合、残存病原性の高い狂犬病ウイルス株を

利用した Lysvulpen、Fuchsoral などのベイ

ト・ワクチンを野外使用する可能性は、人

やその他の動物に対する安全性確保の観点

から極めて低いと判断できる。安全性の高

い Rabigenが入手できない現状を鑑みる

と、国内で使用可能なベイト・ワクチン

は、Rabitec、Raboral V-RGおよび Onrab

の三種に限定されると考えてよい。これら

の三種のワクチンは、いずれも遺伝子組換

え生物に該当するワクチン株を利用したも

のであるため（表 1）、これらの野外使用に

は「カルタヘナ法」の遵守が絶対条件とな

る。そこで、これらの野外使用（組換え生

物の第一種使用）に関連し、どのような手

順が必要になるのかを確認することにし

た。環境省のホームページ

（https://www.biodic.go.jp/bch/cartagen

a/s_04.html）に掲載された手続きの概要を

図 2にまとめた。 

同ホームページによると、申請者は、文献

や試験データから使用方法等を定め、「生物

多様性影響評価書」を作成し、主務大臣に

申請を行う流れとなっている。この主務大

臣とは、動物用の生ワクチンの場合、農水

相および環境相が該当する。申請を受け

て、学識経験者が生物多様性への影響の評

価を行い、必要に応じて申請者に修正の指

示を行う。影響がないと判断された場合、

パブリックコメントの実施を経て主務大臣

が承認する手順となっている。 

 

3)野生動物を対象とした狂犬病検査 

福島県で採取されたタヌキの交通事故死個

体の一例を用いて直接蛍光抗体法による狂

犬病検査を実施した結果、陰性が確認され

た。 

 

「狂犬病のリスク評価とそれを用いた提

言」（研究分担者 西浦博） 

ノイヌとノライヌの個体群動態の推定結

果、幼齢ノイヌの個体数は 2022年時点で

1186頭(95%信用区間(Crl): 1037-1371)、

成熟ノイヌの個体数は 315頭(95% Crl: 

279-382)、幼齢ノライヌの個体数は 453頭

(95% Crl: 370-556)、成熟ノライヌの個体

数は 429頭(95% Crl: 367-570)であった。

全ての集団で個体群は減少傾向であった。

ノイヌ幼齢個体の捕獲確率は 22.9%(95% 

Crl: 21.2-24.0)、ノイヌ成熟個体の捕獲確

率は 66.2%(95% Crl: 54.8-71.3)、ノライ

ヌ幼齢個体の捕獲確率は 26.3%(95% Crl: 

23.1-27.9)、ノライヌ成熟個体の捕獲確率

は 46.1%(95% Crl: 34.7-50.0)であり、幼

齢個体よりも成熟個体の捕獲確率が低かっ

た。 

繁殖率の推定結果、ノイヌの繁殖力の方

がノライヌよりも高く、ノライヌは 1を下

回っていた。 

譲渡、殺処分、返還割合の推定した結

果、用いた観察データと概ね一致してい

た。推定した各集団の捕獲確率が相対的に

30%,50%,70%減少した場合と、変化しない場

合の個体群動態を計算した。捕獲確率が変

化しない場合、4つの個体群は全て減少し

ていくが、30%減少するとノイヌ・ノライヌ

ともに 2022年の個体数を維持し続け、50%

や 70%減少すると 2022 年と比較して増加す

るという結果になった。とりわけ、ノライ

ヌ集団の増加が顕著であった。 

次にノイヌとノライヌの個体群における

reproduction number を計算した結果、ノ

イヌとノライヌともに reproduction 

numberは 1を下回っており、ノライヌと比

較してノイヌの reproduction number が大

きい結果となった。 
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次に、飼い犬の脱走頻度調査の結果を示

す。合計 550人の飼い主が調査に参加し

た。過去一年以内に 1回脱走した犬は 550

頭の中で 112頭(20.4%)、2回以上脱走した

犬は 41頭(7.5%)、脱走していない犬は 397

頭(72.2%)であった。脱走した犬の中で、飼

育場所に帰ってきた割合は 94.1%であっ

た。脱走時にヒトまたは犬に対する咬傷の

有無については、犬のみの咬傷が 24頭

(15.7%)、ヒトのみの咬傷が 28頭(18.3%)、

犬とヒトの両方の咬傷が 21頭(13.7%)、咬

傷経験なしが 80頭(52.2%)であった。咬傷

回数の分布をまとめた結果、犬とヒトそれ

ぞれで 0回が最も多いが、10回以上咬傷し

ている犬は犬に対する咬傷で 2頭、ヒトに

対する咬傷で 1頭であった。散歩時にすれ

違う頭数分布と散歩時の屋外飼育犬頭数の

分布をまとめた結果、散歩時にすれ違う頭

数は 3頭が最も多く、平均頭数は 2.1頭で

あった。散歩時に見る屋外飼育犬は 0頭が

多く、平均 1.1頭であった。 

次に、脱走の有無と住居環境や飼い主特

性の関連結果をまとめた。チェーンの有無

にかかわらず屋外飼育は屋内飼育に比べ脱

走と関連していた。次に脱走時の状況をま

とめた結果、脱走した犬の 49.7%が家の敷

地内から犬が自力で脱走できない対策を取

っているが、玄関の扉が開いた際などに脱

走していた。また、家の敷地内から犬が自

力で脱走できる環境にある犬が 21頭確認さ

れた。表 5には、飼い主が行っている脱走

防止策をまとめた。自力で脱走できる環境

の家が 8.5%である一方で、室内のフェンス

や扉があくときはケージに入れる、家庭内

でも首輪やリードをつけている等の対策も

取られていた。 

 

「ヒトにおける狂犬病対策の現状と問題点

の抽出」（研究分担者 西園晃） 

1. 狂犬病侵淫国（地）、特に東南アジア各

国の保健セクターから挙げられた公式

情報を元に、邦人が狂犬病の可能性の

ある動物から咬傷曝露を受ける可能性

を、西浦博班員とともに地域別に検討

し英文誌への投稿を行った（Vaccine誌

投稿中）。 

2. 医療関係者（医師、看護師、院内感染

制御チーム）への狂犬病ウイルスへの

曝露に対する感染防御を図る目的で、

昨年度に「医療者向け狂犬病感染予防

ガイドライン」を作成した。併せて

「医療従事者向け狂犬病患者対応マニ

ュアル（第 1版）」、「狂犬病曝露リスク

評価フォーム」、「狂犬病曝露対応フォ

ローチャート」、患者治療の唯一の指針

としての「ミルウォーキープロトコー

ル第 6版」の完訳を令和 5年度までに

完了させ、HPなどに公開することで、

医療者向けに周知を行い、実際の患者

発生時の対応としての適用の可能性に

ついて広く意見を令和 6年度に聴取し

た。 

3. 国内のワクチン供給体制に関しての継

続調査では、2022 年では国内承認、未

承認を含め約 87,699 ドーズが、2023 年

では 94,600ドーズが流通しており、国

内承認されたラビピュール筋注用がう

ち 71,071ドーズを占めていた。 

4. わが国への輸入狂犬病患者事例の多い

フィリピンにおける狂犬病死亡者前向

き調査で、原因動物（犬）の約 60%が幼

齢犬からによるものであることを明ら

かにし、海外学術誌に報告し

（Frontiers in microbiology vol. 15 

1425766. 8 Jul. 2024）、さらにプレス

発表を通じて海外流行地への邦人渡航

者向けて新たな視点からの動物接触に

対する注意喚起を行った。本内容は、

第 65 回日本熱帯医学会、Joint 

Congress on Global Health 2024、

2024年 11月 16-17日（糸満市）、で

「フィリピン SATREPS での 3年間の人

狂犬病症例の前向き調査 －仔犬はフ

ィリピンにおける狂犬病の主要な原因

動物である－」として口頭発表し、海

外渡航邦人向けへの注意喚起を促すと

ともに、参加者とともに討論を行っ

た。 

5. 第 28回日本渡航医学会学術集会 大会

企画シンポジウム講演 2、2024年 7月

27-28日（米子市）にて「渡航外来にお
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ける国内未承認ワクチン」を口頭発表

し、参加者とともに討論を行った。 

 

「狂犬病に対する獣医師及び関係者の意識

改革のための対応策」（研究分担者 井上

智） 

 

■ 狂犬病対策を効果的に促進するためのフ

レーム 

狂犬病対策に係る関係者（国・自治体・

獣医大学・臨床獣医師等）の地域や職域に

おける温度差を埋めて意識の改革を継続的

に強化・促進する新しい戦略のフレームを

整理した。 

これは、狂犬病の感染源動物対策に必要

となる医療対策と並行した市中対応の要と

なる国や自治体の関係部局を核にした多様

な関連部局、獣医臨床、市民団体との有機

的ワンへルス連携の体制を整備・構築・展

開するための共通のプラットフォームであ

る。 

狂犬病の発生を想定した体制整備の構築

は、狂犬病対応ガイドライン（２００１、

２０１３）と動物の調査ガイドライン（２

０１４）を踏まえた各自治体の地域性を反

映したマニュアルの作成が起点である。 

各自治体でマニュアルに沿った研修、机

上訓練、実技の模擬訓練、演習を行うこと

で PCDAサイクルを実施して隠れた課題を可

視化して逐次の改善と意識の更新をおこな

うことが必要である。 

 

■ 狂犬病の発生を想定した研修・実習・演

習（令和６年度） 

2024 年 7月 3日：第 23回さいたま市狂犬

病予防協会定期総会・研修会． 

プラザウエスト，さいたま市，埼玉県 

2024 年 12月 4日-6日：令和 6年度狂犬病

ブロック技術研修会（近畿ブロック＋α）． 

主催：厚生労働省健康・生活衛生局感染症

対策部感染症対策課．国立感染症研究所

（戸山庁舎・村山庁舎），新宿区戸山・武蔵

村山市，東京都 

2025 年 1月 15日-17日：第 12回九州・沖

縄地区狂犬病診断研修会． 

主催：宮崎大学産業動物防疫リサーチセン

ター・宮崎県福祉保健衛生管理課・厚生労

働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症

対策課．宮崎大学木花キャンパス（農学部

棟・獣医研究棟・附属図書館），宮崎市，宮

崎県． 

○ 研修後のアンケート結果をとりまとめ

たので参考にされたい。 

 
https://forms.office.com/Pages/Anal

ysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUW

oPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xH

ImkUmY-

IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVND

VkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u 

 

宮崎大学での本研修（技術研修・演習）で

は獣医公衆衛生学教育の一環として学生が

参加することによって、狂犬病に係る卒前

の意識改革が可能となり、国と自治体の狂

犬病体制整備に必要となる次世代の人材育

成としても期待された。 

 

■ 台湾で流行しているイタチアナグマの狂

犬病 

台湾では、2013年における最初のイタチア

ナグマ（FFB）における狂犬病の流行が確認

されて以来、FFBの狂犬病流行地域は常に台

湾島内の6県と3市に限られていた（北から

南に、台中市、南投県、雲林県、嘉義県、

台南県、高雄市、花蓮県、台東県、屏東

県）。これらの地域は大安渓とその東側に

ある和平渓の南に位置しているおり両川に

よって狂犬病の台北市への拡大が阻止され

ていると考えられていた。しかしながら、

２０１３年から１０年後の２０２３年１

月、農業省動植物検査局（APHIA）が毎年実

施しているFFBの狂犬病検出のためのサーベ

イランス計画で、FFBの狂犬病ウイルスが、

大安渓を渡って大安渓の北部に位置する苗

栗県に侵入して広がっていることが発見さ

れた。苗栗県ではこれまでにFFBの中で感染

は報告されていなかった。今後大安渓およ

び和平渓の北部地域で新たにFFBの狂犬病が

https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
https://forms.office.com/Pages/AnalysisPage.aspx?AnalyzerToken=DZHYhUWoPSV5YqA2P7XNuJ76gFNRespy&id=zc_1xHImkUmY-IdwQvXJs8UYUa25N5VHrbJsB4hPgthUQVNDVkdXTURQTkNGUEg2WVBEWkxFOThNUC4u
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流行する可能性が懸念されている。 

 

■ 国や自治体等で意識改革を可能にする効

果的な研修・実習・演習を行うための教

材のパッケージ化 

本研究で作成した研修および実習を支援す

る映像及び関係資料がパッケージされた

DVD を関係自治体等に提供する予定であ

る。 

意識改革を効果的に促進する映像等 DX教材

を有効に活用するためには随時ないし逐次

に閲覧・視聴可能な ITネットワークを構築

して必要な基礎教材を各ステークホルダー

で共有してその取り組みを普及・啓発する

ことのできる持続可能な仕組みの構築が必

要と考えられた。 

 

Ｄ．考察 

「統括と関係機関との意見交換および調

整」（研究代表者 前田健） 

情報交換の際にいくつかの課題が抽出さ

れた。 

1. 国民への狂犬病対策に対する意識を高め

るための啓発方法（行政担当者や獣医師

へも）。 

2. 日本人が海外でイヌからの感染・発症を

防ぐための啓発が必要（Zero by 30）高

リスク地域・国の紹介、PEP接種方法・

場所など 

3. 集合接種に適した現行ワクチンのバイア

ルを個別接種に適したバイアルへの変更 

4. マニュアルを作成したが、机上訓練等が

できていない。各行政レベルでの予算問

題ならびに他の感染症との優先順位の問

題がある。 

5. ヒト用のワクチン（PEP, PrEP)の接種可

能な病院がわかりにくい。 

6. 狂犬病を経験した捕獲員・予防員・獣医

師・医師がいない。技術継承・研修等の

ための資料などの作成が必要である。 

7. 狂犬病発生を迅速に検知するためのシス

テムの構築が必要である。 

8. 国内での撲滅に成功した豚熱が侵入し、

野生動物で拡大し、ワクチン接種してい

ない豚での感染が再度おこった。狂犬病

も豚熱のようにならないよう、監視体制

をワクチンの議論と並行して行う必要が

ある。 

9. 免疫グロブリン製剤あるいはそれに代わ

る治療法の開発が求められた。 

10.狂犬病対策はできているがリッサウイル

スに対する対策ができていない。 

 

「狂犬病を含むリッサウイルスの診断・予

防に関する研究」（研究代表者 前田 健） 

１．国内の飼い犬における狂犬病抗体保有

状況の調査及び簡易的な抗体検査法の

検討に関する研究 

本研究により、日本国内の飼い犬におけ

る狂犬病ワクチン接種に伴う抗体保有状況

は、厚生労働省が発表している令和 5年度

の狂犬病ワクチン接種率（70.2％）とおお

むね一致しており、全国的に 70％を超える

防御抗体陽性率が得られた点は、国内の狂

犬病清浄性の維持において一定の信頼性を

支持する結果と考えられる。 

一方で、今回の調査対象には、ワクチン

接種歴や年齢などの情報が不明な個体も含

まれており、詳細な免疫状態の解析には限

界がある。特に、狂犬病ワクチンは 1回の

接種では十分な中和抗体価が得られない可

能性が指摘されており、接種回数や接種時

期の情報は抗体保有状況を正確に評価する

上で極めて重要である。今後の調査では、

問診票などを通じてこれらの付随情報を系

統的に収集することが求められる。 

また、Nタンパク質を用いた ELISA法

は、ウイルスを用いた中和試験と高い一致

率を示しており、感染性ウイルスを用いな

い簡便な抗体検査法として非常に有用であ

る。今後、この方法を国内外での大規模な

抗体調査やワクチン効果の評価ツールとし

て活用することで、狂犬病制御体制の強化

に貢献できると考えられる。 

 

２．狂犬病ワクチン改良に向けた基礎研究 

筋肉内接種、皮内接種どちらの接種方法

でも同様に高い抗体価が誘導されていた。

また、rHEP-PG4株は既存のワクチンと同等

の抗体価が認められたことより、新規のワ

クチン候補株として十分期待される。 
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３．狂犬病ウイルス Gタンパク質 mRNAワク

チン開発に関する研究 

６種類の糖鎖付加変異（D266N, K177N, 

R215S, K177N/R548S, K177N/D266N, 

R215S/D266N）による mRNA-LNPワクチンの

中和抗体誘導能の効果上昇は認められなか

った。これらの変異体 mRNA を in vitro に

おいて細胞に導入した場合、細胞膜上に強

く GPが発現すること、特に 2種類の変異を

導入することでさらに発現が促進されるこ

とを確認している。しかし mRNA 

-LNP として動物に接種した場合、誘導され

る中和抗体力価は WTと有意差が認められな

かった。 

 

「野生動物における狂犬病の調査とその対

応策の検討」（研究分担者 伊藤直人） 

3つの地方自治体を対象とした聞き取り

調査により、野生動物の狂犬病検査体制の

整備が十分に進んでいない自治体が多いこ

とが判明した。その背景には、関係部局と

の連携不足や人員・予算の不足といった問

題が存在することが判明した。今後、より

大規模な調査によって明らかにする必要は

あるが、日本国内のどの自治体にも同様の

問題が存在する可能性が高いと考えられ

た。これらの問題を自治体独自で解決する

ことは難しいと予想されるため、何らかの

形で国（厚生労働省）が介入することも必

要かもしれない。今後、狂犬病予防法の改

正により、狂犬病検査の責務を自治体が担

うことを明確化することも検討する価値が

あるのではないだろうか。 

本年度は、ベイト・ワクチンの国際的な

動向の概略を明らかにすることができた。

また、現在、入手可能なワクチンの中か

ら、安全性の高いものを選択し使用する場

合、カルタヘナ法における「遺伝子組換え

生物の第一種使用」が前提となることが判

明した。その使用に際しては、複雑な手続

きが必要となることから、日本の野生動物

に狂犬病が確認される前に手続きを進める

ことが望ましいと考えられる。一方、残存

病原性の比較的高い狂犬病生ワクチン株

（非遺伝子組換え生物）を利用した、現行

のベイト・ワクチンが野外使用される可能

性もゼロではない。その場合、それほど複

雑な法的な手続きは必要ないものの、どの

ように人やその他の動物に対する安全性を

確保するのが、具体的な対策を予め検討し

ておく必要があるだろう。ベイト・ワクチ

ンは輸入以外に入手の方法がないことか

ら、確実な輸入ルートについても常に確保

しておくべきだと考える。 

狂犬病のレゼルボアとなる可能性のある

キツネ、タヌキ、アライグマなどについて

は、これらの生態に詳しい研究者と連絡体

制を構築し、彼らの協力のもと、ベイト・

ワクチンを用いた狂犬病制圧プログラムの

大枠の作成を進めておくことが望ましいと

考えられた。 

 

「狂犬病のリスク評価とそれを用いた提

言」（研究分担者 西浦博） 

本研究では、徳島県におけるノイヌおよ

びノライヌの個体群動態を、2010年から

2022年の捕獲・譲渡・殺処分・返還データ

を用いて推定し、捕獲率や譲渡率、殺処分

率の変化が個体群に与える影響を定量化し

た。個体群のトレンドを可視化し、捕獲率

が減少した場合の個体群動態を理論的に記

述し、予測することを可能とした。ノイヌ

集団では捕獲率が 50%減少しても個体群数

はほぼ変わらない傾向であったのに対し

て、ノライヌ集団は捕獲率が 50%減少する

と個体群数が増加し始めるという予測は自

治体がノイヌ・ノライヌの捕獲努力に関す

る政策を立案・決定する上で重要であると

考えられる。捕獲率と繁殖力から算出した

reproduction number はいずれも 1未満で

あったが、ノライヌよりノイヌの方が大き

いという傾向を算出できるため、各自治体

におけるノイヌ・ノライヌ対策の優先順位

付けに寄与できると考えられる。 

本研究には 3つの技術的限界点がある。1

点目は生存率を文献値に基づき仮定した点

である。ノイヌやノライヌの 1年毎の生存

確率を調査した研究はほとんど発見でき

ず、インドで行われたノイヌの生命表のみ

で参照できた。ノライヌについては、日本

の飼育犬の生命表を用いたが、どちらも適

切に日本の現状を表していない可能性があ
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る。2点目に、捕獲データのノイヌ・ノラ

イヌ比を一律 7:3と仮定した点である。仮

想データとして分析したが、実際には毛並

みなどからノイヌかノライヌかを判別でき

る可能性は高いと考えられる。3点目は捕

獲の努力量を定量化できていないことであ

る。捕獲に関わる人数やわなの設置数、通

報回数を組み込むことでより時変パラメー

ターとして捕獲率をモデル化できると考え

られる。今後は、カメラトラップや GPS 追

跡、ドローンによる個体識別など多様なデ

ータソースの統合により、より詳細な個体

群評価が期待される 

2つ目の研究として、本研究では 2025 年

1月に行った飼い犬の脱走頻度調査によ

り、飼い主特性や飼育環境と脱走リスクと

の関連を検討した。社会調査では、飼い犬

の 20%以上が過去一年に少なくとも 1回脱

走し、複数回脱走する個体も一定割合存在

した。脱走時の咬傷リスクは全体の約半数

で認められ、脱走犬の 32.0%がヒトへの咬

傷経験があった。脱走頻度は屋外飼育の有

無と関連し、特に屋外放し飼いが脱走リス

クを高めることが示された。これらの結果

は、飼い犬管理の改善策として、教育的ア

プローチやフェンス・扉の物理的対策、散

歩時のリード着用の徹底が効果的である可

能性を示唆する。 

 対応策として、第一に飼い主への教育が

不可欠である。脱走リスクの高い敷地構造

や飼育方法を可視化したポスター配布、地

域説明会の開催、オンライン講習の提供に

より、飼い主自身の管理能力向上を促す。

特に、本調査で関連を示した屋外飼育をし

ている世帯に合わせた啓発を行うことで、

脱走頻度の低下に繋がると考えられる。 

第二に、二重ゲートやフェンスといった

受動的対策に加え、本研究で明らかとなっ

た脱走時の状況や各世帯が行っている脱走

防止対策を周知させることで脱走頻度の減

少に寄与できると考えられる。 

本研究では、2つの技術的限界がある。

第一に自記式調査であることに起因するリ

コールバイアスである。第二に本調査は便

宜的なサンプリングであるため、日本の犬

の飼い主の全人口を代表しているわけでは

ない。 

 

「ヒトにおける狂犬病対策の現状と問題点

の抽出」（研究分担者 西園晃） 

(1)人用狂犬病ワクチンの生産・供給体制を

再びわが国として確立すべきである。 

(2)海外での動物接触の注意点として、特に

イヌでは幼齢犬への接触の注意を喚起す

べきである。 

 

「狂犬病に対する獣医師及び関係者の意識

改革のための対応策」（研究分担者 井上

智） 

・ 狂犬病清浄国で狂犬病に対する獣医師

及び関係者の意識改革を進めるために

は、国内で経験することのできない狂

犬病の現場知見をリアルかつ逐次に共

有することで、動物由来感染症に関わ

る専門家としての価値観と意識を高め

ることが必要である。また、これによ

って専門家として市民の意識啓発をよ

り効果的に行うことが可能になると考

えられる。特に近隣アジア諸国のホッ

トな話題は、危機感の喪失した清浄国

が狂犬病の真の脅威を理解するととも

に現行法で可能な対策とその限界を見

極めるための教材となりえる。 

・ 既にゼロリスクが現実味を持たないこ

とは新興再興感染症や震災等を経験し

て肌で感じるところでもある。また、

台湾で報告された野生動物の狂犬病ア

ウトブレイクで行われた、行政と医

療・獣医療これに環境や生態の専門家

をくわえた迅速なワンヘルスによる初

動対応が遅滞なく行われたのは、事前

に準備されていたプログラム（患者と

動物の正確な診断系・流行の拡大を正

確に把握して発症予防を可能にする人

と動物の疫学サーベイランス）による

ところである。 

・ 日本では狂犬病予防法と感染症法を軸

に体制整備の強化が行われてきてはい

るが、自治体における患者や動物の診

断体制維持や野生動物をふくめた動物
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の狂犬病調査についてはまだまだ多く

の課題を抱えている。 

・ 半世紀を超えて危機意識の低下した狂

犬病清浄国でこれからも狂犬病清浄化

を継続するためには、ヒトの感染源と

なる野生動物をふくめた動物の対策を

担う行政部局で活躍する獣医師を中心

とした関係者の意識を新たにすること

が必要である。 

・ 本研究では、狂犬病発生時の体制整備

強化を促進するために、自治体及び関

係大学で行われている研修や演習等に

関係専門家と参加して意識改革につな

がる効果的な研修・実習・演習のプロ

グラム構築と関係教材の収集ととも

に、その使用方法等を検討してこれら

をパッケージにした DVD（狂犬病の対策

に係る映像・資料集）を作成した。 

・ 同教材は自治体の現場だけでなく獣医

師や愛玩動物看護師の教育に必要な獣

医公衆衛生学等の研修や実習等に活用

することで、狂犬病対策の現場をリア

ルかつ実際的に体感する卒前・卒後教

育として正しく狂犬病を理解しながら

至適な狂犬病対策を行える人材育成に

も波及していくことが期待される。 

・ また、臨床獣医師等においても作成し

た研修教材を利用した研修や演習を行

うことで自治体担当部局と連携の構築

が促進されて国内対策が強化されると

ともに、狂犬病の脅威を正しく理解し

た臨床獣医師による至適な市民啓発の

促進が期待される。 

・ 国内で狂犬病を経験することのできな

い自治体の狂犬病担当者や臨床獣医師

等が効果的な意識改革を継続するため

には、近隣アジア諸国の狂犬病関係者

とホットな現場知見を共有して最新の

知見を研修等にとりいれながら意識改

革を効果的に進めることが必要であ

る。 

・ 本研究で作成した狂犬病の対策に係る

映像・資料集を利用して獣医師及び関

係者の意識改革を効果的に行うことは

市民の意識を至適に啓発できる知見や

経験の強化につながると期待される。 

・ 健康危害のステークホルダー当事者で

ある市民とともに狂犬病の正しい知識

と施策の正しい理解を共有することが

できれば、市民を交えた持続可能な開

発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）を設定して、顧み

られない熱帯病（NTD：Neglected 

Tropical Diseases）ともいわれている

狂犬病という動物由来感染症

（Zoonosis）の対策をワンヘルス（One 

Health）の視座でより効果的にアプロ

ーチをすることが可能になると考えら

れた。 

 

 

 

Ｅ．結論 

「狂犬病関係者との意見交換および課題抽

出」 

狂犬病予防法を実施する行政の方々は着

実に対策を実施しており、高いワクチン接

種率、放浪犬の減少などに成功している。

しかし、人員ならびに予算の削減により改

善が必要との声が多い。抽出された課題に

関する対応が必要である。 

 

「狂犬病ウイルス mRNA ワクチンに関する研

究」 

R215Sを含む変異体は一部のマウス個体

に高力価の中和抗体を誘導する可能性があ

ることから、ワクチンとしての性能向上の

ためにはさらなる検討が必要である。 

 

「狂犬病ワクチン改良に向けた基礎研究」 

HEP株を用いた従来のワクチン製造工程で

は鶏初代胚培養細胞を用いていたため、製

造工程が煩雑でコスト面における負担もあ

ったが、ワクチン製造に認可されている

Vero細胞を用いることで、安価で製造工程

の安全性の高い優れたワクチンへの応用が

rHEP-PG4株は期待される。 

 

「国内の飼い犬における狂犬病抗体保有状

況の調査及び簡易的な抗体検査法の検討に

関する研究」 
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本研究は、日本国内の飼い犬における狂

犬病抗体保有状況が概ね良好であることを

示すとともに、Nタンパク質を用いた ELISA

法が有効な抗体スクリーニング手段となり

得ることを明らかにした。これにより、狂

犬病清浄性の維持および海外との協力によ

る抗体検査体制の構築に寄与できると考え

られる。 

 

「我が国の野生動物における狂犬病モニタ

リング体制の確立・強化に向けた基礎調

査」 

本年度に実施した調査研究により、野生

動物の狂犬病検査体制の構築を阻む地方自

治体の問題を示すことができた。また、日

本の野生動物に狂犬病が確認された際に使

用される可能性の高いベイト・ワクチンの

現状と課題について明らかにすることがで

きた。 

これまで、日本は、狂犬病予防法に基づ

き、犬の予防注射および犬等の輸入検疫を

中心とした対策を実施してきた。1957年に

狂犬病の撲滅に成功して以降、抜本的な改

正を実施していない本法は、犬の予防注射

義務も含めて、現状に合わせて見直しを求

める声もある。しかし、議論すべき点は他

にも存在する。日本の狂犬病予防体制をひ

とつのシステムとして捉え、動物における

本病の発生をいち早く検知し、封じ込める

ことのできる体制の整備が急務である。本

調査研究により明らかになった諸課題を解

決しながら、効率の良いシステムを構築し

ていくことが強く望まれる。 

 

「狂犬病のリスク評価とそれを用いた提

言」 

ノイヌとノライヌの個体群動態を推定す

る手法を確立し、捕獲や去勢・不妊手術実

施割合などの個体群動態を変動させ得る要

素が変化したときの個体群動態の変化を定

量化した。本モデルの活用による自治体で

のノイヌ・ノライヌ対策に資する情報を提

供できると考えられる。また、飼い犬の脱

走頻度と飼い主の特性や飼育環境との関連

を明らかにした。屋外飼育世帯への普及啓

発や世帯内での脱走対策強化が犬の脱走を

防止でき、教育・研究・行政が一体となっ

たワンヘルスアプローチで持続可能な安全

管理プログラムを構築することが重要であ

る。これにより、脱走・咬傷事故による人

獣共通感染症リスクや社会的コストの低減

が期待される。 

 

「ヒトにおける狂犬病対策の現状と問題点

の抽出に関する研究」 

わが国の人における狂犬病対策の課題の

抽出とその対応策の検討を主題とし、邦人

における狂犬病対策の現状と問題点の抽出

とその対策を中心に検討した。狂犬病流行

地への一般市民の海外渡航者向けの対応で

は、従来から指摘されている事項に加え、

警戒心を抱かない仔犬も狂犬病を媒介する

危険性の高い動物であることを周知させる

必要がある。また国内実臨床の現場で狂犬

病患者を診断する可能性もあり得ることか

ら、対応にあたる医療従事者への意識づけ

のための方策と発生時対応が必要であり、

彼らに対する狂犬病ワクチン接種のための

リスク分析と対策を立てた。国内の狂犬病

ワクチンの流通量は渡航前の曝露前接種、

海外での動物咬傷事故後の曝露後接種に十

分対応できる量は確保されていると考えら

れた。 

 

「狂犬病に対する獣医師及び関係者の意識

改革のための対応策の検討に関する研究」 

狂犬病清浄国である日本に必要となる狂

犬病の発生を想定した体制整備強化につな

がる意識の改革を継続して行うための効果

的な研修プログラムとこれを支援する教材

パッケージ DVDを作成した。 

開発した教材等の活用は、自治体の担当

者の意識改革とともに、獣医大学や動物看

護大学の獣医公衆衛生学の卒前・卒後教育

に使用することで狂犬病対策の現場をリア

ルかつ実際的に体感して危機管理の意識を

変革して狂犬病の体制整備に必要となる国

と自治体の人材の確保にもつながることが

期待された。 

同様に、臨床獣医師においても研修教材

を応用した獣医臨床視座の研修や演習を行

うことで狂犬病が市中で疑われた場合の獣
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医臨床と自治体との連携体制の構築と強化

が期待された。 

国内で狂犬病を経験することのできない自

治体の狂犬病担当者や臨床獣医師にとって

近隣アジア諸国の狂犬病関係者とのホット

な現場知見を共有することは市中の動物由

来感染症に関わる専門家としての価値観と

意識を高めて関係専門家として市民の意識

啓発を身近でともにかつ効果的に行うこと

が可能になると考えられた。 
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県． 

25. 井上 智．狂犬病の課題（脅威と準
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１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

西園晃、齊藤信夫「狂犬病感染 原因は

子犬」. 科学新聞. 2024年（令和6年）8

月23日 第3983号 

 




